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　　裁判所が、事件の審理が行われる前
に無作為抽選により裁判員候補者を選びま
す。裁判員候補者として選ばれた方には、裁
判所から呼び出し状が届きますので、指定
された日時に裁判所においでください。裁
判所では、裁判員になることのできない理
由がある方、辞退を申し出ることが出来る
方などの事情を聞き、おいでいただいた裁
判員候補者の中から、最終的にその刑事裁
判の裁判員になる方を抽選等を行い決定し
ます。

　　裁判員を辞退することは原則として
認められていません。
もっとも、例外的に70才以上の方、学生・

生徒の方、同居している親族の介護を行う
必要があるために裁判員となることが困難
な方などは辞退を申し出ることが認められ
ています。
また、単に「仕事が忙しいから」という理

由で辞退することはできませんが、その方
がいなければ事業に著しい損害が生じる虞
がある場合には、辞退を申し出ることが出
来ます。
仕事を持っている方については、裁判員

に選ばれたことを理由に、勤務先から解雇
されることなどないように、労働基準法や
裁判員法に規定が定められています。

裁判員制度とは、刑事裁判に、国民　　
なかから無作為に選ばれた裁判員が参加
る制度です。裁判員は、刑事裁判の審理に
席して証拠を見聞きし、裁判官と対等な
場で議論して、被告人が有罪か無罪か、有
であるとしてどのくらいの重さの刑罰を
すかを判断します。
原則として、裁判員６名と裁判官３人が

ひとつの事件を担当します（例外的に、裁
官 人と 裁判員 人と う 合が す

　　裁判員は、刑事裁判のうち死刑ま
は無期の懲役・禁固の刑に当たる罪など
重大な犯罪に関する裁判に参加します。
体的には、殺人、強盗致死傷、現住建造物
放火、傷害致死、危険運転致死などです。
なお、裁判員が刑事裁判に加わるのは、

方裁判所での審理だけ（第１審だけ）で、
訴があった場合の高等裁判所での審理は
裁判官だけで行われます

　　　裁判員は、裁判ごとに衆議院議員
挙の有権者から選ばれますので、衆議院
員の有権者であれば誰でも裁判員になる
とができます。なお、一定の例外がありま
（法曹関係者や、その事件の被害者の親族
あるいは被告人の親族など）。

事案によって異なりますが、概ね３
日程度で審理を行うことが予定されていま
す。また、審理に２日間以上かかる場合に
は、出来る限り連日開廷して審理を行わな
ければならないとされています。
裁判員裁判が始まる前には、裁判所と検

察官と弁護人で、予め争点と証拠を絞るこ
ととされていますので（公判前整理手続）、
争いのある事件でも数日間で審理が終わる
ものが多いと思われます。

　　　まず、審理のやり取りをよく聞いて
ください。その上で分からない点、疑問な
点があればどんどん裁判官に質問してくだ
さい。
　審理を聞く上で、特に気をつけて頂きた
い点があります。それは、刑事裁判では、検
察官に有罪を立証する責任があるという点
です。しかも、その立証は「合理的な疑いを
入れない程度」に立証されなければなりま
せん。被告人に無罪を立証する責任はなく、
検察官の有罪立証に常識的に考えてまだ疑
いを差し挟む余地があれば、無罪と判断し
なければなりません。これは、過去幾多も起
こった冤罪事件を教訓として生まれた刑事
裁判の大切な原則です。審理を聞く上では
是非このことを頭において、みなさまの常
識に照らして検察官の有罪立証に疑わしい
点はないかチェックをして頂きたいと思い
ます

　　守られます。法律によって、裁判員等　　
の氏名、住所、その他の個人を特定するに足
りる情報は公にしてはならないとされてい
ます。過去に裁判員であった方を特定する
情報も公にされません。
また、どのような人

も事件に関連して裁判
員等に接触することは
禁止されていますし、
裁判員やその家族を脅
すようなことがあった
場合には、その者に罰則が適用されます。
さらに、裁判員やその家族に危害が加え

られたり、生活の平穏が著しく侵害される
おそれがある場合には、裁判官だけで構成
される合議体によって審理が行われること
があります。
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立川法律相談センター 八王子法律相談センター

立川法律相談センター

〒192‐0046
東京都八王子市明神町４－１－11

〒190‐0012
東京都立川市曙町2‐37‐7 コアシティ立川12F

042-645-4540・9451042-548-7790

受付は電話予約制です受付は電話予約制です

八王子法律相談センター
受付は電話予約制です受付は電話予約制です

月曜日～土曜日（祭日を除く）
午前９時30分～午後４時30分

月曜日～土曜日（祭日を除く）
午前10時～午後３時30分

＊専門相談有り、詳しくは
　お問い合せ下さい

＊専門相談有り、詳しくは
　お問い合せ下さい

相談日

受　付
月曜日～土曜日（祭日を除く）
午前９時30分～午後４時30分

月曜日～土曜日（祭日を除く）
午前10時～午後３時30分

相談日

受　付

http://www.tama-b.com/
法律相談をクリックしてください東京三弁護士会多摩支部 http://www.tama-b.com/
法律相談をクリックしてください東京三弁護士会多摩支部

※JR立川駅北口より徒歩５分
※駐車場がありませんので車での
　お越しはご遠慮下さい

※京王八王子駅西口より徒歩３分
※JR八王子駅北口より徒歩７分
※駐車場がありませんので車での
　お越しはご遠慮下さい


